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第１章 計画策定の趣旨等 

１．計画策定の趣旨 

我が国の自殺対策は、平成 18 年に自殺対策基本法が制定されて以降、大きく前進しました。

それまで「個人の問題」とされてきた自殺が「社会の問題」として広く認識されるようになり、

国を挙げて自殺対策を総合的に推進した結果、自殺者数の年次推移は減少傾向にあるなど、着

実に成果を上げています。しかし、我が国の自殺死亡率（人口 10 万人当たりの自殺による死亡

率）は、主要先進７カ国の中で最も高く、自殺者数の累計は毎年２万人を超える水準で積み上

がっているなど、非常事態はいまだ続いていると言わざるを得ません。 

そうした中、「誰も自殺に追い込まれることのない社会」の実現を目指して自殺対策を更に総

合的かつ効果的に推進するため、施行から 10 年の節目に当たる平成 28 年に、自殺対策基本法

が改正されました。自殺対策が「生きることの包括的な支援」として実施されるべきこと等を

基本理念に明記するとともに、自殺対策の地域格差を解消し、いわばナショナルミニマムとし

て、誰もが「生きることの包括的な支援」としての自殺対策に関する必要な支援を受けられる

よう、全ての都道府県及び市町村に「自殺対策計画」の策定が義務付けられました。本市にお

いてもこれらの趣旨を踏まえ、地域の実情に即した自殺対策の取組を推進するため、「南島原市

いのち支える自殺対策計画」を策定しました。 

 

 

図１：自殺の危機要因イメージ図（厚生労働省資料） 
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２．計画の位置付け 

本計画は、平成 28 年に改正された自殺対策基本法に基づき、国の定める自殺総合対策大綱の

趣旨を踏まえて、同法第 13 条第２項に定める「市町村自殺対策計画」として策定するものです。 

市の行政運営を総合的かつ計画的に進めるための最上位計画である「第Ⅱ期南島原市総合計

画」、「こころと体、口腔の健康づくり、食育推進計画（ひまわりプランⅢ）」、「高齢者福祉計画」、

「障害者計画及び障害福祉計画」等との整合性を図りながら策定します。 

 

３．計画の期間 

この計画の期間は、令和元年度から令和５年度の５年間とします。 

 

４．計画の数値目標 

国は、平成 29 年７月に閣議決定した「自殺対策大綱～誰も自殺に追い込まれることのない社

会の実現を目指して～」において、令和８年までに、人口 10万人当たりの自殺者数（以下「自

殺死亡率」という。）を平成 27 年と比べて 30％以上減らし 13.0 以下とすることを目標として

定めました。 

このような国の方針を踏まえ、本計画の目指すべき目標値として、平成 27 年の自殺死亡率

14.1（自殺者数７人）を、令和５年までの５年間で、おおむね 15％減少の 12（５人）、令和 10

年までにおおむね 30％減少の 9.9（４人）にすることを目指します。 

 

 
 

※１   現状の自殺死亡率（人数）は、自殺統計（自殺日・住居地）より。人口は国勢調査人口をもとに算出。 

※２・３ 本計画の目標及び参考については、国立社会保障・人口問題研究所の推計人口をもとに自殺死亡率（人数）を算出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画の目標※２ （参考）※３

令和元年度～令和５年度 令和６年度～令和10年度

基準年 平成27年
令和元年～令和５年

（５カ年平均）

令和６年～令和10年

（５カ年平均）

自殺死亡率

（人数）

14.1

（７人）

12以下

（５人以下）

9.9以下

（４人以下）

対27年比 100% 85% 70%

人口 49,625人 44,100人（2020年） 41,800人（2025年）

現状※１



3 

第２章 本市における自殺の現状 

 自殺者数に関連する統計として主に用いられるものとして、厚生労働省「人口動態統計」と警

察庁「自殺統計」が挙げられます。 

 厚生労働省「人口動態統計」は、日本における日本人を対象とし、住所地を基にした統計であ

る一方、警察庁「自殺統計」は、総人口（外国人を含む）を対象とし、発見地及び住居地を基にし

ています。 

 

１．自殺者数の推移 

本市の年間自殺者数は、平成 13年から平成 15年にかけて 20人を超えていた時期がありまし

たが、直近５年間の平均（平成 25 年から平成 29年まで）は「人口動態統計」で 8.4 人、「自殺

統計」で 8.0 人となっています。 

年による増減はありますが、全体的には減少傾向にあると考えます。 

 

 

図２：南島原市における自殺者数の推移（平成 11年から平成 29年） 

 

【出典】人口動態統計・自殺統計 

 

２．性別・年代別自殺者数 

平成 25 年から平成 29 年までの本市における年代別傾向で自殺者数が多いのは、男性は 70歳

代から 80 歳代以上、女性は 70 歳代が多くなっています。性別では男性の自殺者が多く、全体

でみると男性の自殺者は、女性の 3.4 倍にのぼっています。 

全国においては、男性、女性ともに 50 歳代から 60 歳代の自殺者数が多く男性の自殺者は、

女性の 2.2 倍となっています。 

本市では男性、高齢者の自殺者が多いのが特徴的です。 
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図３：南島原市における自殺者数（男女・年齢別、平成 25年から平成 29年合計） 

 
【出典】自殺統計 

 

図４：南島原市における自殺者割合（男女・年齢別、平成 25 年から平成 29 年合計） 

 
【出典】地域自殺実態プロファイル 

 

３．自殺死亡率の推移 

  本市の自殺死亡率（10 万対）の推移をみると、平成 24 年以降、国・県よりも低い数値で推

移していましたが、平成 29 年は 22.9 となり全国・県の数値を上回っています。 

 

図５：南島原市における自殺死亡率の推移（平成 21 年から平成 29 年） 

 
【出典】地域自殺実態プロファイル 

 

年齢区分 20歳未満 20-29 30-39 40-49 50-59 60-69 70-79 80歳以上 合計

男性 0 2 4 4 5 3 6 7 31

女性 0 0 1 0 0 2 4 2 9

合計 0 2 5 4 5 5 10 9 40

平成21年平成22年平成23年平成24年平成25年平成26年平成27年平成28年平成29年

南島原市 22.4 26.5 30.7 17.5 17.7 17.8 14.1 8.2 22.9
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４．対策が優先されるべき対象群の把握 

 （１）地域の主な自殺の特徴（平成 25年から平成 29 年合計） 

本市の自殺者の５年間の累計について、性別・年齢・職業・同居人の有無による自殺者数

や自殺死亡率を比較すると、自殺者が最も多い区分が「男性・60 歳以上無職同居」であり、

次いで「男性・40～59 歳有職同居」、「男性・60歳以上無職独居」と続きます。 

 

  図６：本市における高リスク対象群 

上位５区分 自殺者数 

５年計 

割合 自殺死亡率※１ 

（10 万対） 

背景にある主な自殺の危険経路※２ 

１位：男性 60 歳

以上無職同居 

７ 17.5％ 33.4 失業（退職） →生活苦+介護の悩み

（疲れ）+身体疾患 →自殺 

２位：男性 40～

59 歳有職同居 

６ 15.0％ 25.5 配置転換 →過労 →職場の人間関係

の悩み+仕事の失敗 →うつ状態 →自

殺 

３位：男性 60 歳

以上無職独居 

５ 12.5％ 160.3 失業（退職）+死別・離別 →うつ状

態 →将来生活への悲観 →自殺 

４位：男性 20～

39 歳無職同居 

 

３ 

 

7.5％ 

 

193.5 

①【30 代その他無職】ひきこもり+

家族間の不和 →孤立 →自殺/②【20

代学生】就職失敗 →将来悲観 →う

つ状態 →自殺 

５位：女性 60 歳

以上無職独居 

３ 7.5％ 34.9 死別・離別+身体疾患 →病苦 →うつ

状態 →自殺 

順位は自殺者数の多さにもとづき、自殺者数が同数の場合は自殺率の高い順とした。 

※１自殺死亡率の母数（人口）は平成 27 年国勢調査を元に自殺総合対策推進センターにて推計した。 

※２「背景にある主な自殺の危険経路」は自殺実態白書 2013（ライフリンク）を参考にした。 

【出典】地域自殺実態プロファイル 

 

（２）勤務・経営関連 

  本市の自殺者の５年間の累計について有職者の職業を比較すると、自営業・家族従事者の

割合は全国より高く、被雇用者・勤め人は低い割合となっています。 

 

図７：本市における有職者の自殺の内訳 

（平成 25年～平成 29 年合計、性・年齢・同居の有無不詳を除く） 

職業 自殺者    割合    全国割合    

自営業・家族従業者 11 68.8％ 20.3％ 

被雇用者・勤め人 5 31.3％ 79.7％ 

合計 16 100％ 100％ 

【出典】地域自殺実態プロファイル 
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（３）高齢者関連 

  本市の自殺者の５年間の累計について、60歳以上の自殺の内訳をみると、男性 80 歳以上は 

同居人なしの割合が全国と比較して高くなっています。 

 

図８：60歳以上の自殺の内訳（平成 25年～平成 29 年合計） 

 

性別 

 

年齢階級 

同居人の有無 

（人数） 

同居人の有無 

（割合） 

全国割合 

あり なし あり なし あり なし 

男性 60 歳代 3 0 12.5％ 0％ 17.1％ 10.8％ 

70 歳代 4 2 16.7％ 8.3％ 15.1％ 6.3％ 

80 歳以上 3 4 12.5％ 16.7％ 10.4％ 3.6％ 

女性 60 歳代 1 1 4.2％ 4.2％ 9.7％ 3.2％ 

70 歳代 3 1 12.5％ 4.2％ 9.1％ 3.8％ 

80 歳以上 1 1 4.2％ 4.2％ 7.4％ 3.5％ 

合計 24 100％ 100％ 

【出典】地域自殺実態プロファイル 
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第３章 いのち支える自殺対策における取組み 

１．基本施策 

（１）地域におけるネットワークの強化 

  自殺の多くは、家庭や学校、職業の問題、健康問題などの様々な要因が関係しているもので

あり、それらに適切に対応するためには、地域の多様な関係者が連携・協力して、実効性ある

施策を推進していくことが大変重要となります。このため、自殺対策に係る相談支援機関等の

連携を図り、ネットワークの強化を進めます。 

  ①地域における連携・ネットワークの強化 

  ②特定の問題に関する連携・ネットワークの強化 

 

【目標値】   

項目 数値 考え方 

自殺対策推進本部会議の開催 年１回 継続実施 

自殺対策庁内連携会議の開催 年１回 継続実施 

自殺対策ネットワーク会議の開催 年１回 新規実施 

 

（２）自殺対策を支える人材育成 

  地域のネットワークは、それを担う人材がいて初めて機能するものです。そのため、自殺対

策を支える人材の育成は、対策を推進する上での基礎となる重要な取組です。自殺対策の推進

にあたり、様々な専門家や関係者だけでなく、市民に対しても研修等を開催することで、地域

のネットワークの担い手・支え手となる人材を幅広く育成します。 

  ①行政職員・支援者等を対象とする研修の実施 

  ②学校教育・社会教育の場における人材育成 

  ③市民に対する研修による人材育成 

 

【目標値】   

項目 数値 考え方 

市職員のゲートキーパー養成講座の開催 年１回 新規実施 

自殺関連の研修会や講演会における理解

度 

７０％ アンケートに「理解できた」

「よかった」と回答した割合 

 

（３）市民への啓発と周知 

  地域のネットワークを強化して相談体制を整えても、市民が相談機関や相談窓口の存在を知

らなければ、適切な支援につながることができません。そのため、行政としての市民との様々

な接点を活かして相談機関等に関する情報を提供し、また、講演会等を開催することで市民が

自殺対策について理解を深めることのできる機会を増やします。 

  ①リーフレット・啓発ポスター等の作成と周知 
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  ②市民・民間団体等に向けた健康教育・講演会・イベント等の開催 

  ③メディア・インターネットを活用した啓発活動 

 

【目標値】   

項目 数値 考え方 

啓発リーフレット等の作成・配布 3,300 部 住民対応の窓口に配置、市内イベ

ント時に配布 

市広報紙での啓発 年１回 新規実施 

 

（４）生きることの促進要因への支援 

  自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組みに加えて、「生きることの促進要因」を

増やす取組みを行うことです。このことを踏まえ、こころの健康を保持するための支援、相談

支援事業の実施、居場所作りの活動、自殺未遂者への支援、遺された人への支援に関する対策

を推進します。 

  ①こころの健康を保持するための支援 

  ②相談支援事業の実施 

  ③居場所づくりの活動 

  ④自殺未遂者への支援 

  ⑤遺された人への支援 

  ⑥その他生きることの阻害要因の減少、促進要因増加への支援 

 

【目標値】   

項目 数値 考え方 

自死遺族支援事業 年２回 継続実施 

 

（５）児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育 

  児童生徒が、社会において直面する可能性のある様々な困難・ストレスへの対処方法を身に

付けるための教育（ＳＯＳの出し方に関する教育）の実施に向けた環境づくりを進めます。 

  ①児童生徒のＳＯＳ出し方に関する教育の実施 

  ②児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育を推進するための連携強化 

 

【目標値】   

項目 数値 考え方 

市内中学校において自殺対策に関

連する取組を実施している学校数 

８校 市内全中学校が、年１度は自殺対策に

関連する取組（授業・講演等）を実施 

 

 

 



9 

２．重点施策 

 基本施策ごとに掲げた方向性について、今後５年間でより重点的に取り組む事項として重点施

策を定めます。 

 

（１）高齢者対策 

  高齢者は、死別や離別、病気や孤立等をきっかけに複数の問題を連鎖的に抱え込み、結果的

に高齢者の自殺リスクは急速に高まることがあります。そのため、自殺リスクの高い高齢者の

早期発見・早期支援が大きな課題となっています。 

  また、今後、団塊世代の高齢化がさらに進むことで、介護に関わる悩みや問題も一層増えて

いくことが考えられます。さらには、ひきこもり状態が長期化する中で、本人と親が高齢化し、

支援につながらないまま社会から孤立してしまう「８０５０（ハチマル・ゴウマル）問題」の

ように、高齢者本人だけでなく、家族や世帯に絡んだ複合的な問題も増えつつあるのが現状で

す。 

  そこで、本市は、高齢者支援に関する情報を高齢者本人や支援者に対して積極的に発信し、

高齢者を支える家族や介護者等への支援（支援者への支援）を推進します。加えて、高齢者一

人ひとりが生きがいと役割を実感することのできる地域づくりを通じて、高齢者への「生きる

ことの包括的な支援」を推進していきます。 

  ①高齢者の健康不安に対する支援 

  ②社会参加の強化と孤独・孤立の予防 

  ③高齢者を支援する家族等に対する支援 

 

（２）生活困窮者対策 

  生活困窮は「生きることの阻害要因」のひとつであり、自殺のリスクを高める要因になりか

ねません。 

  本市では、多分野の相談実施機関同士の連携等、生活困窮に陥った人への「生きることの包

括的な支援」の強化及びそのために必要な人材の育成を行います。あわせて、生活困窮に陥っ

ているにも関わらず必要な支援を得られていないなど、自殺リスクを抱え込みかねない人を支

援につなぐ取組を強化します。 

  ①生活困窮者に対する「生きることの包括的な支援」を強化 

  ②関係機関とのネットワークの構築と連携 

 

（３）勤務・経営対策 

  勤務・経営問題による自殺リスクの低減に向けた相談体制を強化すると同時に、勤務・経営

問題の現状や対策についての周知・啓発活動も強化し、さらには、職場環境の改善やメンタル

ヘルス対策等の取組を推進することで自殺リスクが高まりにくい労働環境の整備を後押しして

いきます。 

  ①勤務・経営による自殺リスクの低減に向けた相談体制の強化 

  ②勤務・経営問題の現状に関する啓発や相談先の周知 
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３．生きる支援関連施策 

（１）地域におけるネットワークの強化 

対象（重点施策と関連の深い取組） 

◎は特に関連があると考える 

事業・施策名 取組内容 担当課 高齢者 
生活 

困窮者 

勤務・ 

経営 

南島原市いのち支える

自殺対策推進本部 

本市の自殺対策を庁内各分

野の部署と連携し、総合的か

つ効果的に自殺対策を推進

する。（庁内連携会議含む） 

福祉課  

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

防犯パトロール パトロールを通して市民の

見守りを行う。 

防災課 ○ ○ ○ 

健康づくり環境整備 市と運動推進団体との連携

を図り、健康づくりの支援体

制を強化する。 

健康対策課  

◎ 

  

在宅医療・介護連携推進 地域の医師、歯科医師、薬剤

師、看護介護職員、ケアマネ

ージャー等多職種が連携し

在宅医療提供の構築を行う。 

福祉課  

◎ 

  

高齢者ネットワーク 

体制整備 

市高齢者虐待防止対策地域

協議会を設置し、連携協力体

制を整備するとともに、高齢

者の自殺実態や抱え込みが

ちな課題、虐待や介護との自

殺の関連性等について情報

共有を行う。 

福祉課  

◎ 

  

地域自立支援協議会 障がい者が社会活動を行う

上での問題点を各関係機関

で整理し、支援策を協議・検

討することにより、地域で暮

らせる環境づくりを行う。 

福祉課  

○ 

 

○ 

 

○ 

障がい者虐待防止 

対策会議 

障害者虐待防止法の定めに

より虐待防止センターを設

置し、通報を受けた際の安全

対策や事実確認等を行う。 

福祉課  

○ 

 

○ 

 

○ 
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（２）自殺対策を支える人材の育成 

対象（重点施策と関連の深い取組） 

◎は特に関連があると考える 

事業・施策名 取組内容 担当課 高齢者 
生活 

困窮者 

勤務・ 

経営 

支援関係者に対する 

研修会 

ケアマネージャー・民生委員

等地域における支援者を対

象に、精神保健福祉制度や精

神疾患、ひきこもり等につい

ての研修を行う。 

福祉課  

○ 

 

○ 

 

○ 

ゲートキーパー 

養成講座 

地域住民や市職員等を対象

に、自殺の危険性が高い人の

早期発見、早期対応を図るた

め、自殺の危険を示すサイン

に気づき、適切な対応を図る

ことができる「ゲートキーパ

ー」の役割を担う人材等を養

成する。 

福祉課 

人事課 

   

 

 

（３）住民への啓発と周知 

対象（重点施策と関連の深い取組） 

◎は特に関連があると考える 

事業・施策名 取組内容 担当課 高齢者 
生活 

困窮者 

勤務・ 

経営 

「広報みなみしまばら」 

発行 

市の政策や取組み、市の動き

や様々な行事などを全市民

に伝達する。 

総務秘書課  

○ 

 

○ 

 

○ 

 

市政出前講座 行政施策の理解と周知を図

るため、市民から依頼があっ

た際に、地域に出向いて説明

及び意見交換を行う。 

総務秘書課  

○ 

 

○ 

 

○ 

 

人権推進研修 市民の人権尊重の理念に関

する正しい理解と人権尊重

の普及を図る。 

市民 

サービス課 

 

○ 

 

○ 

 

○ 
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対象（重点施策と関連の深い取組） 

◎は特に関連があると考える 

事業・施策名 取組内容 担当課 高齢者 
生活 

困窮者 

勤務・ 

経営 

ひまわりプラン推進 「南島原市こころと体、口腔

の健康づくり、食育推進計

画」の計画推進における健康

づくり・食育推進運動団体の

推進活動及び講演等による

市民に健康づくりの啓発を

行う。 

健康対策課  

 

○ 

  

健康福祉まつり 健康づくりや食育に関する

情報及び関係機関・団体等の

活動内容を市民に提供し、市

民が主体的に健康づくりや

食育に取り組む意識の向上

を図る。 

健康対策課

福祉課 

こども未来課 

 

 

○ 

 

 

 

 

介護予防 元気な高齢者を対象とし、健

康教育、健康相談等の生活機

能の維持・向上に向けた取り

組みを行う。 

福祉課  

◎ 

  

こころの健康づくり 

講演 

講演会を通じて、心の健康に

ついて普及啓発を行う。ま

た、自死遺族に対しては、専

門家が、心の落ち着きと平常

心を取り戻す相談を行う。 

福祉課  

 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

育児体験学習 子どもたちがいのちの学習

やふれあい体験を通して、性

（心とからだ）に関する正し

い知識を学ぶ。 

 

こども未来課    

高齢者学級 自殺対策に関する講座等を

行うことで、高齢者への啓発

を行う。 

生涯学習課 ◎   

人権教育推進 人権週間において、全中学校

を対象に人権教育事業を実

施する。 

生涯学習課    
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（４）生きることの促進要因への支援 

対象（重点施策と関連の深い取組） 

◎は特に関連があると考える 

事業・施策名 取組内容 担当課 高齢者 
生活 

困窮者 

勤務・ 

経営 

健康診査 ストレスチェックや面談を

通して心の問題に気づき、早

期相談へつなげる。希望する

者には医師の面接指導等を

行う。 

保険年金課 

健康対策課 

人事課 

   

◎ 

就業支援 求職者に対する雇用・就業機

会の創出や就業情報発信等

の支援を行う。 

商工振興課   

◎ 

 

◎ 

生活改善型提案業務 「ファイナンシャルプラン

ナー」を配置し、納税者に対

し家計の収支、多重債務、返

済計画の見直しなど、生活改

善の提案や助言を行う。 

税務課   

◎ 

 

医療費適正化訪問指導 保健師や看護師等の訪問に

より、医療費負担の軽減や適

切な健康管理と状態に応じ

た適正受診の指導を行う。 

保険年金課  

○ 

  

人権啓発推進 人権擁護委員が特設人権相

談所を開設し、市民の相談に

応じる。 

市民 

サービス課 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

消費者相談 消費生活上の苦情、相談等に

関し適切な処理及び指導を

行う。 

市民 

サービス課 

 

○ 

 

○ 

 

市民相談 市民生活に関わる市民のさ

まざまな悩みを解決するた

め、市民相談センターにおい

て相談を受ける。 

市民 

サービス課 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

健康相談 健診結果や健康に不安があ

る人などに対し、保健師・栄

養士等が保健指導等を行う。 

健康対策課  

○ 
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対象（重点施策と関連の深い取組） 

◎は特に関連があると考える 

事業・施策名 取組内容 担当課 高齢者 
生活 

困窮者 

勤務・ 

経営 

市民生委員児童委員協

議会支援 

民生委員児童委員の活動を

支援し、社会福祉の増進を図

る。 

福祉課  

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

要援護者見守り支援 避難行動要支援者の情報収

集、登録及び支援を行う関係

者の連携、情報の共有を行

う。 

福祉課  

○ 

  

心配ごと相談所 日常生活上のあらゆる相談

に応じ、適切な助言指導を行

う。 

福祉課 

（市社協委託） 

 

◎ 

 

◎ 

 

◎ 

生活支援ハウス 高齢等のため独立して生活

することに不安のある者に

対し、介護支援機能、居住機

能及び交流機能を総合的に

提供する。 

福祉課 

（介護事業所

委託） 

 

◎ 

 

◎ 

 

 

障がい者相談支援 障がい者等からの相談に応

じ、必要な情報の提供及び助

言その他障害福祉サービス

利用の支援。 

福祉課 

（相談支援事

業所委託） 

 

 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

ソーシャルクラブ 精神障がい者の自立を促す

ため、対人関係の改善と生活

リズムの取得を促すため、家

族や主治医と協力し、学習会

等を行う。 

福祉課  

○ 

 

○ 

 

 

障がい者相談員 地域で生活する障がい者又

はその家族からの相談に応

じ、必要な指導、助言等を行

う。 

福祉課  

○ 

 

○ 

 

○ 

障がい者の集い 在宅で閉じこもりがちの視

覚・聴覚障がい者が集う場所

を設け、障がい者同士の交流

を図るとともに、各種訓練の

実施により自立生活の支援

を行う。 

福祉課  

 

○ 
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対象（重点施策と関連の深い取組） 

◎は特に関連があると考える 

事業・施策名 取組内容 担当課 高齢者 
生活 

困窮者 

勤務・ 

経営 

コミュニケーション 

支援・手話通訳者派遣 

聴覚などの障がい者が、地域

社会で生活していく上で、相

手方に意思を伝えたい場面

での通訳介助を行う。 

 

 

福祉課  

○ 

 

○ 

 

○ 

福祉ホーム 家庭環境、住宅事情等の理由

により居宅において生活す

ることが困難な障がい者が、

低額な料金で居宅その他の

設備の利用支援。 

 

福祉課   

 

○ 

 

地域活動支援センター 障がいのある人に、創作的活

動や生産活動の機会の提供

を行い、社会との交流の促進

等の支援を行う。 

福祉課 

（障害福祉サ

ービス事業所

への委託） 

 

○ 

 

○ 

 

児童家庭相談室 家庭児童相談員等により、ネ

グレクトなどの要保護児童

の支援を行う。 

こども未来課   

○ 

 

地域子育て支援拠点 子育て中の親と子の交流等

を促進する拠点を助成する。 

こども未来課    

母子（ひとり親）福祉 

事業 

母子寡婦福祉会への助成、母

子自立支援員による各種相

談等を行う。 

こども未来課   

○ 

 

○ 

養育支援訪問 家事や育児をすることが困

難な家庭にホームヘルパー

を派遣し、身の回りの世話や

育児などを支援する。 

こども未来課   

○ 

 

○ 

妊婦健診・産後母子ケ

ア・乳児家庭訪問・乳児

相談 

個別の健康診査や産後、家庭

訪問や乳児相談等による母

子への心身のケアや相談・育

児サポートを行う。 

こども未来課    
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対象（重点施策と関連の深い取組） 

◎は特に関連があると考える 

事業・施策名 取組内容 担当課 高齢者 
生活 

困窮者 

勤務・ 

経営 

自立相談支援 生活困窮者からの相談に応

じ、就労支援を含め生活全般

に渡る包括的な支援を行う。 

保護課   

◎ 

 

◎ 

住居確保給付金事業 離職等により経済的に困窮

し、住居を失った又はそのお

それがある者に対し、家賃相

当分の給付金を支給する。 

保護課   

◎ 

 

酪農・肉用牛ヘルパー 

組合支援 

計画的な休日を確保するこ

とにより経営者のメンタル

ヘルスに寄与する。 

 

農林課   ○ 

市営住宅管理 生活の基盤である住居を市

営住宅として管理する。 

都市計画課  ○  

 

（５）児童生徒のＳＯＳの出し方に関する教育  

対象（重点施策と関連の深い取組） 

◎は特に関連があると考える 

事業・施策名 取組内容 担当課 高齢者 
生活 

困窮者 

勤務・ 

経営 

子どもの悩み相談 学校に「心の教室相談員」を

配置し、不登校児童生徒に対

して学校復帰を目指した通

級型心の教室「つばさ」を開

設する。 

学校教育課    

青少年教育推進 各種公民館講座や学習会等

を実施し、児童生徒や若者の

豊かな人間性を育む。 

生涯学習課    

放課後子ども教室推進

事業（寺子屋２１） 

放課後や土曜日等に、市内の

子どもたちが地域住民との

体験活動や学習活動等の取

り組みを推進する。 

生涯学習課    
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第４章 自殺対策の推進体制 

１．計画推進体制 

  本計画の推進にあたっては、南島原市が主体となりながら、国・長崎県・近隣市と連携を図

るとともに、広く市民や関係者などの協力を得て、それぞれの役割分担の下で、一体となって

対応していくことが重要なことから、以下の体制により施策の総合的・効果的な推進を図りま

す。 

  市長を本部長とし、副市長、教育長及び各部等の部長級職員で構成する「南島原市いのち支

える自殺対策推進本部」を核にして、庁内連携会議を開催し、計画の総合的・効果的な推進に

努めます。 

  また、計画推進上、国や長崎県との連携が必要な事項については、その事業内容に応じて関

係部局が窓口となりその調整・要請にあたります。 

 

２．市民参加による計画推進体制 

  自殺対策においては、医療、保健、生活、教育、労働等に関する相談機関等、様々な関係機関

のネットワークづくりが必要です。 

  本市においても、計画を推進するにあたり、「自殺対策ネットワーク」を設立し、計画の推進

について評価検討を行います。 
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第５章 参考資料 

 

１．自殺対策基本法 

（平成十八年法律第八十五号） 

 

第一章 総則（第一条―第十一条） 

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等（第十二条―第十四条） 

第三章 基本的施策（第十五条―第二十二条） 

第四章 自殺総合対策会議等（第二十三条―第二十五条） 

附則 

 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国において自殺による死亡者数が高い水準で推移している状況

にあり、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して、これに対処していくことが

重要な課題となっていることに鑑み、自殺対策に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団体

等の責務を明らかにするとともに、自殺対策の基本となる事項を定めること等により、自殺対策

を総合的に推進して、自殺の防止を図り、あわせて自殺者の親族等の支援の充実を図り、もって

国民が健康で生きがいを持って暮らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とする。 

 

（基本理念） 

第二条 自殺対策は、生きることの包括的な支援として、全ての人がかけがえのない個人として

尊重されるとともに、生きる力を基礎として生きがいや希望を持って暮らすことができるよう、

その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれを支えかつ促進するための環境の整備充

実が幅広くかつ適切に図られることを旨として、実施されなければならない。 

２ 自殺対策は、自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく、その背景に様々

な社会的な要因があることを踏まえ、社会的な取組として実施されなければならない。 

３ 自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏まえ、単に

精神保健的観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されるようにしなければならない。 

４ 自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又は自殺が未

遂に終わった後の事後対応の各段階に応じた効果的な施策として実施されなければならない。 

５ 自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連施策との有機的な連携が図られ、総

合的に実施されなければならない。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国は、前条の基本理念（次項において「基本理念」という。）にのっとり、自殺対策を総

合的に策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、基本理念にのっとり、自殺対策について、国と協力しつつ、当該地域の状
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況に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

３ 国は、地方公共団体に対し、前項の責務が十分に果たされるように必要な助言その他の援助

を行うものとする。 

 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、国及び地方公共団体が実施する自殺対策に協力するとともに、その雇用する

労働者の心の健康の保持を図るため必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（国民の責務） 

第五条 国民は、生きることの包括的な支援としての自殺対策の重要性に関する理解と関心を深

めるよう努めるものとする。 

 

（国民の理解の増進） 

第六条 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて、自殺対策に関する国民の理解

を深めるよう必要な措置を講ずるものとする。 

 

（自殺予防週間及び自殺対策強化月間） 

第七条 国民の間に広く自殺対策の重要性に関する理解と関心を深めるとともに、自殺対策の総

合的な推進に資するため、自殺予防週間及び自殺対策強化月間を設ける。 

２ 自殺予防週間は九月十日から九月十六日までとし、自殺対策強化月間は三月とする。 

３ 国及び地方公共団体は、自殺予防週間においては、啓発活動を広く展開するものとし、それ

にふさわしい事業を実施するよう努めるものとする。 

４ 国及び地方公共団体は、自殺対策強化月間においては、自殺対策を集中的に展開するものと

し、関係機関及び関係団体と相互に連携協力を図りながら、相談事業その他それにふさわしい事

業を実施するよう努めるものとする。 

 

（関係者の連携協力） 

第八条 国、地方公共団体、医療機関、事業主、学校（学校教育法（昭和二十二年法律第二十六

号）第一条に規定する学校をいい、幼稚園及び特別支援学校の幼稚部を除く。第十七条第一項及

び第三項において同じ。）、自殺対策に係る活動を行う民間の団体その他の関係者は、自殺対策の

総合的かつ効果的な推進のため、相互に連携を図りながら協力するものとする。 

 

（名誉及び生活の平穏への配慮） 

第九条 自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等の名誉

及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないようにしなければ

ならない。 

 

（法制上の措置等） 

第十条 政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上又は財政上の措置その他の措置
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を講じなければならない。 

 

（年次報告） 

第十一条 政府は、毎年、国会に、我が国における自殺の概況及び講じた自殺対策に関する報告

書を提出しなければならない。 

 

第二章 自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画等 

（自殺総合対策大綱）第十二条 政府は、政府が推進すべき自殺対策の指針として、基本的かつ総

合的な自殺対策の大綱（次条及び第二十三条第二項第一号において「自殺総合対策大綱」という。）

を定めなければならない。  

  

（都道府県自殺対策計画等） 

第十三条 都道府県は、自殺総合対策大綱及び地域の実情を勘案して、当該都道府県の区域内に

おける自殺対策についての計画（次項及び次条において「都道府県自殺対策計画」という。）を定

めるものとする。 

２ 市町村は、自殺総合対策大綱及び都道府県自殺対策計画並びに地域の実情を勘案して、当該

市町村の区域内における自殺対策についての計画（次条において「市町村自殺対策計画」という。）

を定めるものとする。 

 

（都道府県及び市町村に対する交付金の交付） 

第十四条 国は、都道府県自殺対策計画又は市町村自殺対策計画に基づいて当該地域の状況に応

じた自殺対策のために必要な事業、その総合的かつ効果的な取組等を実施する都道府県又は市町

村に対し、当該事業等の実施に要する経費に充てるため、推進される自殺対策の内容その他の事

項を勘案して、厚生労働省令で定めるところにより、予算の範囲内で、交付金を交付することが

できる。 

 

第三章 基本的施策（調査研究等の推進及び体制の整備） 

第十五条 国及び地方公共団体は、自殺対策の総合的かつ効果的な実施に資するため、自殺の実

態、自殺の防止、自殺者の親族等の支援の在り方、地域の状況に応じた自殺対策の在り方、自殺

対策の実施の状況等又は心の健康の保持増進についての調査研究及び検証並びにその成果の活用

を推進するとともに、自殺対策について、先進的な取組に関する情報その他の情報の収集、整理

及び提供を行うものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策の効率的かつ円滑な実施に資するための体制の整備を行

うものとする。 

 

（人材の確保等） 

第十六条 国及び地方公共団体は、大学、専修学校、関係団体等との連携協力を図りながら、自

殺対策に係る人材の確保、養成及び資質の向上に必要な施策を講ずるものとする。 
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（心の健康の保持に係る教育及び啓発の推進等） 

第十七条 国及び地方公共団体は、職域、学校、地域等における国民の心の健康の保持に係る教

育及び啓発の推進並びに相談体制の整備、事業主、学校の教職員等に対する国民の心の健康の保

持に関する研修の機会の確保等必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項の施策で大学及び高等専門学校に係るものを講ずるに当たって

は、大学及び高等専門学校における教育の特性に配慮しなければならない。 

３ 学校は、当該学校に在籍する児童、生徒等の保護者、地域住民その他の関係者との連携を図

りつつ、当該学校に在籍する児童、生徒等に対し、各人がかけがえのない個人として共に尊重し

合いながら生きていくことについての意識の涵養等に資する教育又は啓発、困難な事態、強い心

理的負担を受けた場合等における対処の仕方を身に付ける等のための教育又は啓発その他当該学

校に在籍する児童、生徒等の心の健康の保持に係る教育又は啓発を行うよう努めるものとする。 

 

（医療提供体制の整備） 

第十八条 国及び地方公共団体は、心の健康の保持に支障を生じていることにより自殺のおそれ

がある者に対し必要な医療が早期かつ適切に提供されるよう、精神疾患を有する者が精神保健に

関して学識経験を有する医師（以下この条において「精神科医」という。）の診療を受けやすい環

境の整備、良質かつ適切な精神医療が提供される体制の整備、身体の傷害又は疾病についての診

療の初期の段階における当該診療を行う医師と精神科医との適切な連携の確保、救急医療を行う

医師と精神科医との適切な連携の確保、精神科医とその地域において自殺対策に係る活動を行う

その他の心理、保健福祉等に関する専門家、民間の団体等の関係者との円滑な連携の確保等必要

な施策を講ずるものとする。 

 

（自殺発生回避のための体制の整備等） 

第十九条 国及び地方公共団体は、自殺をする危険性が高い者を早期に発見し、相談その他の自

殺の発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必要な施策を講ずるものとす

る。 

 

（自殺未遂者等の支援） 

第二十条 国及び地方公共団体は、自殺未遂者が再び自殺を図ることのないよう、自殺未遂者等

への適切な支援を行うために必要な施策を講ずるものとする。 

 

（自殺者の親族等の支援） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、自殺又は自殺未遂が自殺者又は自殺未遂者の親族等に及ぼ

す深刻な心理的影響が緩和されるよう、当該親族等への適切な支援を行うために必要な施策を講

ずるものとする。 

 

（民間団体の活動の支援） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、民間の団体が行う自殺の防止、自殺者の親族等の支援等に

関する活動を支援するため、助言、財政上の措置その他の必要な施策を講ずるものとする。 
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第四章 自殺総合対策会議等 

 

（設置及び所掌事務） 

第二十三条 厚生労働省に、特別の機関として、自殺総合対策会議（以下「会議」という。）を置

く。 

２ 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 自殺総合対策大綱の案を作成すること。 

二 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。 

三 前二号に掲げるもののほか、自殺対策に関する重要事項について審議し、及び自殺対策の実

施を推進すること。 

 

（会議の組織等） 

第二十四条 会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、厚生労働大臣をもって充てる。 

３ 委員は、厚生労働大臣以外の国務大臣のうちから、厚生労働大臣の申出により、内閣総 

理大臣が指定する者をもって充てる。 

４ 会議に、幹事を置く。 

５ 幹事は、関係行政機関の職員のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

６ 幹事は、会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。 

７ 前各項に定めるもののほか、会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

（必要な組織の整備） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、政府は、自殺対策を推進するにつき、必要な組織の整

備を図るものとする。 
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２．南島原市いのち支える自殺対策推進本部要綱 

 

（設置） 

第１条 自殺対策基本法（平成 18 年法律第 85 号）に基づき、生きることの包括的な支援を推進

することにより、自殺対策を総合的かつ効果的に推進するため、南島原市いのち支える自殺対策

推進本部（以下「本部」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条 本部の所掌事項は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 自殺対策の推進に係る計画の策定及び進捗管理に関すること。 

(2) 自殺対策に関する諸施策の調整及び推進に関すること。 

(3) 自殺対策に関する情報の収集及び連絡に関すること。 

(4) 自殺対策に関する関係行政機関及び関係団体との連携の強化に関すること。 

(5) その他自殺対策の総合的な推進に関すること。 

 

（組織） 

第３条 本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成する。 

２ 本部長は市長を、副本部長は副市長及び教育長をもって充てる。 

３ 本部員は、別表に掲げる職員をもって充てる。 

（本部長及び副本部長） 

第４条 本部長は、本部の会務を総理し、本部を代表する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき又は本部長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

 

（会議） 

第５条 本部の会議（以下「会議」という。）は、本部長が招集し、その議長となる。 

２ 本部長は、必要があると認めるときは、本部員以外の職員に会議への出席を求め、意見若し

くは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

 

（庁内連携会議） 

第６条 本部に、所掌事務の専門的な検討及び調査を行わせるため、庁内連携会議（以下「連携

会議」という。）を置く。 

２ 連携会議は、委員長及び委員をもって構成する。 

３ 委員長は、福祉課長とし、委員は、南島原市行政組織規則（平成 18 年南島原市規則第３号）

に規定する課及び室、支所、議会事務局、教育委員会事務局、農業委員会事務局並びに監査委員

事務局の職員のうちから委員長が指名する。 

４ 委員長は、必要に応じ連携会議を招集し、これを主宰する。 

５ 委員長は、連携会議における検討及び調査の進捗状況を本部長に報告するものとする。 
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（庶務） 

第７条 本部の庶務は、福祉保健部福祉課において処理する。 

 

（その他） 

第８条 この訓令に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は本部長が別に定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この訓令は、平成 30年 12 月 6日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この訓令の施行前に行われた自殺対策の推進に係る会議は、この訓令により行われた会議と

みなす。 

 

附 則 

 この訓令は、平成 31年 4月 1 日から施行する。 

別表（第３条関係） 

総務部長 地域振興部長 市民生活部長 福祉保健部長 農林水産部長 建設部長 水道部長 

教育次長 議会事務局長 
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